
１ 三重県の概要

（１）事業所数及び従業者数

三重県内の事業所数は、88,392 事業所（全国 22 位）で、従業者数は 895,637 人

（全国 22 位）でした。また、１事業所当たりの従業者数は 10.1 人で、１k ㎡当た

りの事業所数は 15.3 事業所となっています。

全国の事業所数は 6,043,300 事業所で、従業者数は 62,860,514 人でした。また、

１事業所当たりの従業者数は 10.4 人で、１ｋ㎡当たりの事業所数は 16.2 事業所と

なっています。 （表１）

※ 事業内容等が不詳の事業所を除く。（以下同じ）

表１ 事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数
１事業所当たり
従業者数

１k㎡当たり
事業所数

全 国 6,043,300 62,860,514 10.4 16.2

三重県 88,392 895,637 10.1 15.3

全国に占める三重県の割合 1.5% 1.4% - -

また、民営事業所数は 85,217 事業所で、このうち単独事業所は 62,339 事業所（全

体の 73.2％）と最も多く、支所・支社・支店は 19,048 事業所（同 22.4％）、本所・

本社・本店は 3,407 事業所（同 4.0％）となっています。 （表２）

表２ 本所・支所等別事業所数（民営）

単独事業所
本所・本社・

本店
支所・支社・

支店

全 国 5,886,193 4,193,038 287,715 1,375,189 71.2 4.9 23.4

三重県 85,217 62,339 3,407 19,048 73.2 4.0 22.4

（注）総数は、法人でない団体を含むため、単独事業所、本所・本社・本店及び支所・支社・支店の合計は一致しない。

構成比（％）

総数（注） 単独事業所
本所・本社・

本店
支所・支社・

支店

○時系列比較、前回比較がないことについて

平成２１年経済センサス-基礎調査は、新しく創設された調査です。従来の事業

所・企業統計調査とは異なる調査手法で実施したことから、平成１８年事業所・

企業統計調査との差数がすべて増加・減少を示すものではないため、時系列比較

を行っていません。

参考表 平成１８年事業所・企業統計調査による事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数
１事業所当たり
従業者数

１k㎡当たり
事業所数

全 国 5,911,038 58,634,315 9.9 15.9

三重県 85,865 833,745 9.7 14.9

全国に占める三重県の割合 1.5% 1.4% - -



（２）産業大分類別事業所数及び従業者数

事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が 22,653 事業所（全体の

25.6％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」の 10,480 事業所（同 11.9％）、

「建設業」の 9,552 事業所（同 10.8％）となっています。

※「宿泊業，飲食サービス業」は平成 19 年 11 月に日本標準産業分類の改定により「卸売・小売業」

から客の注文で調理した飲食品を提供するテイクアウト・デリバリーサービス等を分離し、「飲食

店，宿泊業」と統合して新設されたもの。

従業者数を産業大分類別にみると、「製造業」が 212,338 人（全体の 23.7％）と

最も多く、次いで「卸売業，小売業」の 167,600 人（同 18.7％）、「医療，福祉」が

89,506 人（同 10.0％）となっています。 （表３）

表３ 産業大分類別事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数

全産業 88,392 895,637 100.0 100.0

農業，林業 507 6,476 0.6 0.7

漁業 96 1,207 0.1 0.1

鉱業，採石業，砂利採取業 79 717 0.1 0.1

建設業 9,552 59,030 10.8 6.6

製造業 8,614 212,338 9.7 23.7

電気・ガス・熱供給・水道業 166 4,349 0.2 0.5

情報通信業 547 6,568 0.6 0.7

運輸業，郵便業 2,154 51,377 2.4 5.7

卸売業，小売業 22,653 167,600 25.6 18.7

金融業，保険業 1,455 19,807 1.6 2.2

不動産業，物品賃貸業 4,279 13,685 4.8 1.5

学術研究，専門・技術サービス業 2,858 18,535 3.2 2.1

宿泊業，飲食サービス業 10,480 76,762 11.9 8.6

生活関連サービス業，娯楽業 7,603 39,926 8.6 4.5

教育，学習支援業 3,678 38,196 4.2 4.3

医療，福祉 5,115 89,506 5.8 10.0

複合サービス事業 850 7,796 1.0 0.9

サービス業（他に分類されないもの 6,790 56,907 7.7 6.4

公務（他に分類されるものを除く） 916 24,855 1.0 2.8

構成比（％）
従業者数産業大分類 事業所数

産業大分類別に従業者数の男女比をみると、男性は「電気・ガス・熱供給・水道

業」が 86.2％と最も多く、次いで「漁業」の 84.5％、「建設業」の 80.9％となって

います。

それに対して女性は「医療，福祉」が 77.1％と最も高く、次いで「宿泊業，飲食

サービス業」の 65.0％、「生活関連サービス業，娯楽業」の 59.1％となっています。

（図１）











雇用者数を産業大分類別にみると、「製造業」が 198,519 人と最も多く、次いで

「卸売業，小売業」が 140,339 人、「医療，福祉」が 70,434 人などとなっています。

このうち、正社員・正職員についてみると、こちらも「製造業」が 157,388 人と

最も多くなっています。次いで、「卸売業，小売業」が 58,663 人、「医療，福祉」

が 44,148 人などとなっています。

一方、正社員・正職員以外についてみると、「卸売業，小売業」が 71,471 人と最

も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 42,231 人、「製造業」が 35,710 人

などとなっています。また、臨時雇用者でも、「卸売業，小売業」が 10,205 人、次

いで「宿泊業，飲食サービス業」が 8,540 人、「製造業」が 5,421 人などとなって

います。 （表７）

表７ 産業大分類 従業上の地位別従業者数（民営）

正社員・
正職員

正社員・
正職員以外

正社員・
正職員

正社員・
正職員以外

全産業 721,342 674,200 432,960 241,240 47,142 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

農業，林業 5,196 4,014 2,614 1,400 1,182 0.7 0.6 0.6 0.6 2.5

漁業 956 820 711 109 136 0.1 0.1 0.2 0.0 0.3

鉱業，採石業，砂
利採取業 588 572 498 74 16 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0

建設業 44,193 40,366 33,311 7,055 3,827 6.1 6.0 7.7 2.9 8.1

製造業 198,519 193,098 157,388 35,710 5,421 27.5 28.6 36.4 14.8 11.5

電気・ガス・熱供
給・水道業 2,779 2,720 2,532 188 59 0.4 0.4 0.6 0.1 0.1

情報通信業 6,004 5,825 4,954 871 179 0.8 0.9 1.1 0.4 0.4

運輸業，郵便業 48,789 46,327 34,499 11,828 2,462 6.8 6.9 8.0 4.9 5.2

卸売業，小売業 140,339 130,134 58,663 71,471 10,205 19.5 19.3 13.5 29.6 21.6

金融業，保険業 18,583 18,332 14,187 4,145 251 2.6 2.7 3.3 1.7 0.5

不動産業，物品賃
貸業 7,911 7,427 4,850 2,577 484 1.1 1.1 1.1 1.1 1.0

学術研究，専門・
技術サービス業 13,268 12,765 10,264 2,501 503 1.8 1.9 2.4 1.0 1.1

宿泊業，飲食サー
ビス業 64,237 55,697 13,466 42,231 8,540 8.9 8.3 3.1 17.5 18.1

生活関連サービス
業，娯楽業 31,240 27,669 14,112 13,557 3,571 4.3 4.1 3.3 5.6 7.6

教育，学習支援業 13,594 11,898 6,785 5,113 1,696 1.9 1.8 1.6 2.1 3.6

医療，福祉 70,434 66,126 44,148 21,978 4,308 9.8 9.8 10.2 9.1 9.1

複合サービス事業 7,168 6,733 5,140 1,593 435 1.0 1.0 1.2 0.7 0.9

サービス業（他に
分類されないもの） 47,544 43,677 24,838 18,839 3,867 6.6 6.5 5.7 7.8 8.2

構成比(%)

雇用者 臨時
雇用者

常用
雇用者

産業大分類
雇用者 臨時

雇用者

実 数

常用
雇用者



（６）派遣従業者数

別経営の事業所からの派遣従業者数は 29,907 人で、事業従事者全体に対する比

率は 3.5％となっています。これを産業大分類別にみると、「情報通信業」が 9.8％

と最も高く、次いで「運輸業，郵便業」（6.5％）、「学術研究，専門・技術サービス

業」（6.0％）などとなっています。

また、派遣先事業所の産業大分類別内訳をみると、「製造業」が 13,121 人（「別

経営の事業所からの派遣従業者」数全体の 43.9％）と最も多く、次いで「卸売業，

小売業」が 4,538 人（同 15.2％）、「運輸業，郵便業」が 3,492 人（同 11.7％）な

どとなっています。 （表８、図５）

表８ 産業大分類別事業従業者数、別経営の事業所からの派遣従業者数及び比率（民営）

比率
(%)

実数(B) 構成比(%) B/A

全産業 842,514 29,907 100.0 3.5

農業，林業 6,552 151 0.5 2.3

漁業 1,262 57 0.2 4.5

鉱業，採石業，砂利採取業 738 24 0.1 3.3

建設業 59,742 1,127 3.8 1.9

製造業 220,522 13,121 43.9 5.9

電気・ガス・熱供給・水道業 2,922 122 0.4 4.2

情報通信業 7,108 698 2.3 9.8

運輸業，郵便業 53,784 3,492 11.7 6.5

卸売業，小売業 171,356 4,538 15.2 2.6

金融業，保険業 20,202 693 2.3 3.4

不動産業，物品賃貸業 13,771 270 0.9 2.0

学術研究，専門・技術サービス業 17,284 1,042 3.5 6.0

宿泊業，飲食サービス業 76,807 663 2.2 0.9

生活関連サービス業，娯楽業 40,208 771 2.6 1.9

教育，学習支援業 16,257 262 0.9 1.6

医療，福祉 77,193 1,453 4.9 1.9

複合サービス事業 7,750 48 0.2 0.6

サービス業（他に分類されないもの） 49,056 1,375 4.6 2.8

※ 事業従業者とは、当該事業所で実際働いている人の数で、「従業者数」から「別経営の事業所への

派遣従業者」を除き、「別経営の事業所からの派遣従業者数」を含めた数をいう。

産業大分類
事業従事者

(A)

別経営の事業所から
の派遣従業者数





（７）新設及び廃業事業所数

民営事業所について、産業大分類別に新設事業所数をみると、「卸売業，小売業」

が 1,227 事業所（新設事業所全体の 23.4％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食

サービス業」が 946 事業所（同 18.0％）、「医療，福祉」が 448 事業所（同 8.5％）

などとなっています。

廃業事業所数をみると、「卸売業，小売業」が 3,807 事業所（廃業事業所全体の

30.7％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 2,107 事業所（同 17.0％）、

「建設業」が 1,223 事業所（同 9.9％）などとなっています。 （表９）

表９ 産業大分類別新設事業所数及び廃業事業所数（民営）

実数 構成比(%) 実数 構成比(%) 実数 構成比(%)

全産業 85,217 79,073 100.0 5,250 100.0 12,381 100.0

農業，林業 496 452 0.6 35 0.7 36 0.3

漁業 96 91 0.1 5 0.1 5 0.0

鉱業，採石業，砂利採取業 79 75 0.1 4 0.1 6 0.0

建設業 9,552 9,179 11.6 336 6.4 1,223 9.9

製造業 8,612 8,335 10.5 249 4.7 1,213 9.8

電気・ガス・熱供給・水道業 85 76 0.1 6 0.1 4 0.0

情報通信業 545 471 0.6 61 1.2 78 0.6

運輸業，郵便業 2,145 1,875 2.4 201 3.8 185 1.5

卸売業，小売業 22,650 21,188 26.8 1,227 23.4 3,807 30.7

金融業，保険業 1,448 1,317 1.7 90 1.7 173 1.4

不動産業，物品賃貸業 4,270 4,057 5.1 189 3.6 575 4.6

学術研究，専門・技術サービス業 2,774 2,524 3.2 215 4.1 273 2.2

宿泊業，飲食サービス業 10,432 9,250 11.7 946 18.0 2,107 17.0

生活関連サービス業，娯楽業 7,518 7,081 9.0 395 7.5 840 6.8

教育，学習支援業 2,571 2,402 3.0 132 2.5 422 3.4

医療，福祉 4,525 4,069 5.1 448 8.5 427 3.4

複合サービス事業 850 465 0.6 384 7.3 444 3.6

サービス業（他に分類されないもの） 6,569 6,166 7.8 327 6.2 563 4.5

また、商業・法人登記等の行政記録で新たに把握した事業所のうち、平成18 年以前に開設した事業所も存続事業所とする。

(*2) 新設事業所とは、調査日現在に存在した事業所のうち、平成18年事業所・企業統計調査以降に開設した事業所をいう。

(*3) 廃業事業所とは、平成18年事業所・企業統計調査で調査された事業所のうち、平成21年経済センサス-基礎調査で

把握されなかった事業所をいう。

※ 「総数」には，存続・新設が不詳の事業所を含む。

廃業事業所(*3)

(*1) 存続事業所とは、調査日現在に存在した事業所のうち、平成18 年事業所・企業統計調査で調査された事業所をいう。

存続事業所(*1) 新設事業所(*2)総数産業大分類



２ 市町の概要

（１）事業所数

市町別に事業所数をみると、四日市市が 14,890 事業所と最も多く、次いで津市

が 12,550 事業所、松阪市が 9,095 事業所、伊勢市が 7,438 事業所、鈴鹿市が 7,283

事業所などとなっています。14 市における事業所数は 77,632 事業所で、全体の

87.8％を占めています。

町では菰野町が 1,601 事業所、紀北町が 1,257 事業所と千事業所を越え、南伊勢

町が 872 事業所、東員町が 845 事業所、明和町が 791 事業所などとなっています。

（表１０）

（２）従業者数

市町別に従業者数をみると、こちらも四日市市が 171,703 人と最も多く、次いで

津市が 144,602 人、鈴鹿市が 88,295 人、松阪市が 79,585 人、伊勢市が 64,547 人

などとなっています。14 市における従業者数は 798,248 人で、全体の 89.1％を占

めています。

町では菰野町が 16,452 人、東員町が 9,593 人、多気町が 8,922 人、明和町が 8,342

人、川越町が 8,185 人などとなっています。 （表１０）

表１０ 市町別事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

三重県 88,392 895,637 100.0 100.0 木曽岬町 293 3,300 0.3 0.4

市 計 77,632 798,248 87.8 89.1 東員町 845 9,593 1.0 1.1

町 計 10,760 97,389 12.2 10.9 菰野町 1,601 16,452 1.8 1.8

朝日町 305 4,818 0.3 0.5

津市 12,550 144,602 14.2 16.1 川越町 680 8,185 0.8 0.9

四日市市 14,890 171,703 16.8 19.2 多気町 748 8,922 0.8 1.0

伊勢市 7,438 64,547 8.4 7.2 明和町 791 8,342 0.9 0.9

松阪市 9,095 79,585 10.3 8.9 大台町 691 4,486 0.8 0.5

桑名市 6,332 60,556 7.2 6.8 玉城町 542 7,377 0.6 0.8

鈴鹿市 7,283 88,295 8.2 9.9 度会町 401 2,498 0.5 0.3

名張市 3,148 29,581 3.6 3.3 大紀町 624 3,924 0.7 0.4

尾鷲市 1,606 9,518 1.8 1.1 南伊勢町 872 4,914 1.0 0.5

亀山市 1,950 25,626 2.2 2.9 紀北町 1,257 7,300 1.4 0.8

鳥羽市 1,633 11,324 1.8 1.3 御浜町 545 3,347 0.6 0.4

熊野市 1,492 8,890 1.7 1.0 紀宝町 565 3,931 0.6 0.4

いなべ市 1,979 28,260 2.2 3.2

志摩市 3,380 23,092 3.8 2.6

伊賀市 4,856 52,669 5.5 5.9

構成比（％）
事業所数 従業者数

構成比（％）
事業所数 従業者数


